
(証券コード9966)
2018年９月７日

株 主 各 位
名古屋市名東区高社一丁目210番地

代表取締役社長 後 藤 薫 徳

第58期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第58期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご
表示いただき、2018年９月25日（火曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお
願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2018年９月26日（水曜日）午前10時
２．場 所 名古屋市名東区藤里町1601番地

サンプラザシーズンズ２階　藤の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第58期（2017年７月１日から2018年６月30日まで）事業報告、計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案
第３号議案

取締役７名選任の件
退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上

の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.fujikyu-corp.co.jp/）に修正後の事項を掲載させてい
ただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

( 2017年７月１日から
2018年６月30日まで )

１．会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果

当事業年度における国内景気情勢は、企業収益や雇用・所得環境等の改善を背景に、緩やか

な回復基調で推移しましたものの、個人消費の低迷や地政学的リスクの高まり、原油・為替相

場の変動の影響などにより、先行きについては依然不透明な状況で推移しました。

手芸・服飾品業界におきましては、業種や業態の垣根を越えた企業間競争が継続するなか、

消費者の節約志向は根強く、依然として厳しい経営環境となりました。

このような情勢のもとで、当社では、新規出店を抑制し、「教えること」を中心とした政策

による市場の拡大、「独創的商品企画の探究」などにより、既存店売上高の回復に取組んでま

いりました。しかしながら、来店客数の減少傾向は変わらず、各政策の成果も限られたことか

ら、経営成績は目標を下回りました。

（店舗販売部門）

当事業年度における店舗展開につきまして、新規出店では、「クラフトハートトーカイ」10

店舗を開設し、退店では、「クラフトハートトーカイ」18店舗、「クラフトパーク」３店舗及

び「サントレーム」４店舗の合計25店舗を閉鎖しました。この結果、当事業年度末の総店舗数

は474店舗となりました。

手芸専門店では、「教えること」の取組みとして、手づくりの各分野における第一人者の監

修によるカリキュラム教室の拡充に努め、前事業年度までに開講済みの「クライ・ムキ式ソー

イングスクール」、「岡本啓子ニットスタジオ」及び「高橋恵美子のやさしい手ぬい教室」に

加え、当事業年度より「古木明美流やさしいかご編みレッスン」、「余合ナオミファッション

ジュエリー」、「ＵＳＡＫＯの洋裁教室」及び「アーティフィシャルフラワー教室」を新たに

開講し、延べ377教室に拡大しました。

生活雑貨専門店では、ギフト提案の強化やコンセプトショップの開発に取組みましたほか、

キャラクター商品の拡充や美容・健康をターゲットとした商品の展開を推進しました。

商品区分別売上高では、毛糸は前事業年度を上回りましたものの、他の商品区分が前事業年

度を下回りました。

これらの結果、当部門の売上高は、190億89百万円（前事業年度比5.4％減）となりました。
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（通信販売部門）

手芸用品通販では、手編み糸、ＵＶレジン、ミシンなどでオリジナル商品の品揃えを拡充し

ましたほか、介護レクリエーション分野への受注拡大に取組みました。生活雑貨通販では、カ

タログ発刊数の適正化、ネット通販の販売促進の効率化などに努め、利益の確保を図りました。

商品区分別売上高では、生地は前事業年度を上回りましたものの、他の商品区分が前事業年

度を下回りました。これらの結果、当部門の売上高は10億39百万円（前事業年度比11.4％減）

となりました。

（その他の部門）

当部門の内容は不動産賃貸であり、売上高は41百万円（前事業年度比0.0％増）となりまし

た。

以上の結果、営業成績につきましては、売上高は201億70百万円（前事業年度比5.7％減）、

営業損失は７億72百万円（前事業年度は４百万円の営業損失）、経常損失は７億62百万円（前

事業年度は５百万円の経常利益）、当期純損失は15億40百万円（前事業年度は５億20百万円の

当期純損失）となりました。

(2) 資金調達の状況

該当事項はありません。

(3) 設備投資の状況

当事業年度における設備投資は、店舗販売部門における10店舗の新規開設を中心に行いまし

た。その主なものは、新規出店の店舗設備１億38百万円、既存店の改装等99百万円による有形

固定資産の取得のほか、情報システム関連１億34百万円であります。その結果、設備投資の総

額は４億14百万円となりました。

なお、上記設備投資額のほか、新規出店に係る差入保証金34百万円、長期前払費用９百万円

を支出しております。
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(4) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第55期

(2015年６月期)
第56期

(2016年６月期)
第57期

(2017年６月期)

第58期
(当事業年度)
(2018年６月期)

売 上 高(百万円) 22,123 21,800 21,387 20,170

経 常 利 益(百万円) 685 281 5 △762

当 期 純 利 益(百万円) 280 △55 △520 △1,540

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 66円78銭 △13円09銭 △123円72銭 △366円32銭

総 資 産(百万円) 16,719 16,496 15,904 14,312

純 資 産(百万円) 12,427 12,206 11,634 10,038

１ 株 当 た り 純 資 産 額 2,955円68銭 2,902円98銭 2,766円96銭 2,387円57銭

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資

産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．△は損失を示しております。

(5) 重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。

(6) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、政府や日銀の各種政策

の効果もあり、緩やかな景気回復基調が継続することが期待されます。しかしながら、海外経

済の不確実性や金融資本市場の変動が、景気の回復を下押しするリスクも残っており、企業に

とっては厳しい経営環境が続くものと思われます。

このような状況のもと、当社では、2018年１月に立ち上げた「デザインの木プロジェクト」

の提言に基づき、2018年７月より、役員の担当替えを含む大幅な組織再編、出退店政策の見直

し、戦略推進プロセスの仕組み化などの「構造改革」に取組んでおります。これらの政策を徹

底的に推進し、新たに制定したビジョン「お客様が心豊かな暮らしを実現できるよう、『作る

喜び』『贈る喜び』と共に、つねに新たな価値をお届けし、地域でいちばん愛されるお店を目

指します。」を実現するために、当社の強み（①現場力 ②スケールメリット ③情報力）を活

かした「全社戦略」を全役職員が共有し、邁進することで、会社の収益力を高め、業績の回復

を図ってまいります。
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店舗運営面につきましては、次の３つを重点目標として定め、営業利益の回復に向けて取組

んでまいります。

① お客様満足度の向上

手芸専門店における会員制度を見直し、お客様に分かりやすい割引価格制度とするほか、

ポイント制度も見直すことで、会員制度の価値とお客様満足度を高め、会員獲得の強化につ

なげてまいります。

② 「トーカイグループアプリ」ダウンロード数と「ＬＩＮＥ＠」登録数の目標達成

クラフト店舗において展開する「トーカイグループアプリ」のダウンロード数、生活雑貨

専門店で展開する「ＬＩＮＥ＠」の登録数を増やすことにより、お客様との接点を増やし、

お客様満足度の高い販促を実現してまいります。

なお、2018年６月末までの「トーカイグループアプリ」ダウンロード数は、約８万件であ

ります。

③ 使命（役割）を果たす

店舗スタッフから本部スタッフまで、それぞれが自己の使命（役割）を見つめ直し、実行

していくことでお客様の評価を勝ち取り、地域でいちばん愛されるお店を確立してまいりま

す。

通信販売部門につきましては、ＢｔｏＢ市場へのアプローチや海外サイトへの出店により新

規市場を開拓し、売上高の増大を図ってまいります。手芸用品通販では、オムニチャネルの第

１ステップとして稼働した「トーカイグループアプリ」の効果で、会員の利便性を高めるとと

もに、売上の増大を図るため、実店舗と通販サイトの商品同一化や手芸通販サイトの統合など

に取組んでまいります。また、生活雑貨通販では、雑貨商品と関連する手芸用品の展開や、実

店舗との融合強化を推し進めてまいります。

当社は、前事業年度において営業損失及び当期純損失を計上し、当事業年度においても営業

損失、経常損失及び当期純損失を計上したことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象または状況が存在しております。

このような状況のもと、当社では、上記の各種政策を着実に実行してまいります。また、現

状の当社は、現金及び預金の残高にて当面の間の運転資金が充分に賄える状況であり、資金繰

りの懸念はありません。

従いまして、当事業年度の末日現在において、継続企業の前提に関する不確実性は認められ

ないものと判断し、計算書類の「継続企業の前提に関する注記」には記載しておりません。

株主の皆様には、今後ともなお一層のご支援、ご理解を賜りますようお願い申しあげます。
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(7) 主要な事業内容（2018年６月30日現在）

当社は、手芸用品・衣料品及び服飾品その他関連する生活雑貨等の企画・販売を主要業務と

し、主に手芸専門店及び生活雑貨専門店をチェーン展開するほか、インターネット等を媒体と

する通信販売も行っております。

部 門 区 分 業 態

店 舗 販 売 部 門
手芸専門店：クラフトハートトーカイ、クラフトワールド、クラフトパーク、

クラフトループ、キャランキャラン
生活雑貨専門店：サントレーム

通 信 販 売 部 門

ネット媒体：クラフトハートトーカイ（ドットコム）
シュゲール（楽天店、ヤフー店、Ｗowma！店、アマゾン店）
サントレーム（楽天店、ヤフー店）
ジャストパートナー（楽天店、ヤフー店）

ＤＭ媒体 ：シュゲール、ジャストパートナー

そ の 他 の 部 門 不動産賃貸

(8) 主要な営業所及び店舗（2018年６月30日現在）

本社　　　名古屋市名東区

第２ビル　名古屋市名東区

店舗　　　474店舗（手芸専門店456店舗、生活雑貨専門店18店舗）

北海道14店舗、東北40店舗、関東134店舗、中部142店舗、

近畿63店舗、中国31店舗、四国11店舗、九州39店舗

(9) 従業員の状況（2018年６月30日現在）

当事業年度末従業員数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

230名 ９名減 39.7歳 14.2年

（注）　従業員数は就業員数であり、嘱託107名及び臨時雇員（パートタイマー等）の期中平均人員1,331名

（１人１カ月170時間勤務換算）は含まれておりません。

(10) 主要な借入先の状況（2018年６月30日現在）

該当事項はありません。

(11) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2018年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 20,000,000株

②　発行済株式の総数 4,205,000株 （うち自己株式434株）

③　株主数 7,209名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
後 藤 薫 徳 845 20.11

G O T O 株 式 会 社 844 20.07

藤 久 取 引 先 持 株 会 285 6.79

藤 久 従 業 員 持 株 会 170 4.06

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 117 2.80

後 藤 正 己 92 2.20

中 　 野 　 置 瀬 子 85 2.02

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 57 1.36

株 式 会 社 愛 知 銀 行 57 1.36

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 36 0.85

（注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（2018年６月30日現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

後 藤 薫 徳 代表取締役社長

齋 藤 　 修 専務取締役（事業本部長）

伊　藤　伸一郎 取締役（事業本部商品部長）

太 田 英 俊 取締役（事業本部運営部長）

岩 田 基 義 取締役（事業本部通販部長）

樹 神 雄 二 取締役（総務部長）

木 浦 　 潮 取締役（情報システム部長）

飯 田 利 彦 取締役（経理部長）

柘 植 里 恵 取締役

公認会計士　柘植公認会計士事務所所長

㈱ラ・ヴィーダプランニング代表取締役

愛三工業㈱　社外取締役

ホシザキ㈱　社外取締役

小 川 洋 子 取締役 弁護士　太田・渡辺法律事務所

尾 関 哲 夫 常勤監査役 税理士　尾関哲夫税理士事務所所長

伊 藤 倫 文 監査役 弁護士　伊藤倫文法律事務所所長

林 　 孝 雄 監査役

坂 野 郁 夫 監査役

（注）１．取締役柘植里恵氏及び小川洋子氏は、社外取締役であります。

２．監査役尾関哲夫氏、伊藤倫文氏、林孝雄氏及び坂野郁夫氏は、社外監査役であります。

３．常勤監査役尾関哲夫氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。

４．当社は、取締役柘植里恵氏、小川洋子氏及び監査役伊藤倫文氏を東京証券取引所及び名古屋証券

取引所に定める独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

５．取締役岩田基義氏は、2018年６月30日をもって辞任により退任いたしました。
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６．2018年７月１日付で、取締役の担当を次の通り変更しております。

氏 名 異　動　前 異　動　後

齋 藤 　 修 専務取締役事業本部長 専務取締役

伊　藤　伸一郎 取締役事業本部商品部長 取締役　通販部担当兼商品部長

太 田 英 俊 取締役事業本部運営部長 取締役

樹 神 雄 二 取締役総務部長 取締役　総務部、人事部担当

木 浦 　 潮 取締役情報システム部長
取締役　第一運営部、第二運営部、
店舗開発室担当

飯 田 利 彦 取締役経理部長 取締役　経理部長兼情報システム部長

(2)当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（うち社外取締役）

10名
（２名）

108百万円
（4百万円）

監 査 役
（うち社外監査役）

４名
（４名）

14百万円
（14百万円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

14名
（６名）

123百万円
（19百万円）

（注）１．上記には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、2015年９月25日開催の第55期定時株主総会決議において年額２億50百万

円以内（うち社外取締役分は年額20百万円以内）（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議

いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、1993年９月28日開催の第33期定時株主総会決議において年額30百万円以

内と決議いただいております。

４．報酬等の総額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額14百万円（取締役10名14百万円、

監査役１名０百万円）を含めております。
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(3) 社外役員に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係

取 締 役 柘 植 里 恵

柘植公認会計士事務所所長

㈱ラ・ヴィーダプランニング代表取締役

愛三工業㈱社外取締役

ホシザキ㈱社外取締役

取引関係はありません。

取引関係はありません。

取引関係はありません。

取引関係はありません。

取 締 役 小 川 洋 子 太田・渡辺法律事務所 取引関係はありません。

監 査 役 尾 関 哲 夫 尾関哲夫税理士事務所所長 取引関係はありません。

監 査 役 伊 藤 倫 文 伊藤倫文法律事務所所長 取引関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 柘 植 里 恵
当事業年度開催の取締役会19回すべてに出席、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。

取 締 役 小 川 洋 子
当事業年度開催の取締役会19回すべてに出席、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。

監 査 役 尾 関 哲 夫
当事業年度開催の取締役会19回すべてに出席、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。監査役会15回すべてに出席
し、業務の適正化の観点から発言を行っております。

監 査 役 伊 藤 倫 文
当事業年度開催の取締役会19回すべてに出席、また、監査役会
15回すべてに出席し、主に弁護士としての専門的見地から発言
を行っております。

監 査 役 林 　 孝 雄
当事業年度開催の取締役会19回すべてに出席、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。監査役会15回すべてに出席
し、業務の適正化の観点から発言を行っております。

監 査 役 坂 野 郁 夫
当事業年度開催の取締役会19回すべてに出席、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。監査役会15回すべてに出席
し、業務の適正化の観点から発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要

当社と各社外役員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

法令が定める最低責任限度額としております。

－ 10 －



４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称　　　　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 24,500千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,640千円

（注）１．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、

監査方法及び監査の内容などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399

条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、公認会計士法第

２条第１項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（組織マネジメント

力強化に関するアドバイザリー業務）について対価を支払っております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役

会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任し

た旨と解任の理由を報告いたします。
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５．会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務

の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下の基本方針を取締役会において決議し、

体制の整備に努めております。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ当社の社会的責任及び企業

倫理の維持を図るため、「藤久の行動規範」を定め、周知徹底しております。

取締役会は、法令及び定款に照らし、「取締役会規則」その他関連規程に基づいて取締役

の職務の執行を監督し、監査役及び監査役会は、「監査役会規則」「監査役監査基準」に基

づいて取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを独立した立場から監査しており

ます。

内部監査室は、「内部監査規程」その他関連規程に基づいて社内各部署の業務が法令及び

定款、社内諸規程その他各管理マニュアル等に従い、適正かつ有効に執行されているかを監

査しております。

「コンプライアンス・マニュアル」及び「内部公益通報保護規程」の整備により、コンプ

ライアンス体制の構築及び運用を行い、コンプライアンス委員会の設置、また、教育・研修

等の実施により、コンプライアンスの知識を高めるとともに、尊重する意識向上を図ってお

ります。

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固とした態度で臨み、

取引関係を持たないことを行動規範に定めるとともに、「反社会的勢力対応マニュアル」に

基づいて管理を徹底しております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社の取締役の職務執行に係る情報の取扱いは、「稟議規程」「文書管理規程」「情報シ

ステム管理規程」「個人情報保護マニュアル」など、情報管理に係る社内規程に従い適切な

管理・保存の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、規程等の見直しを行います。ま

た、電磁的記録については、ＩＴ技術の高度化に伴う漏洩リスクに対し十分なセキュリティ

体制を整備し、継続的に強化・改善を図っております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

全社的なリスクの管理規程を制定し、同規程に沿ったリスク管理体制の整備により、緊急

事態が発生した場合は、リスク対策会議を設置して迅速な対応を行い、被害拡大防止や損害・

損失の最小化と早期復旧を図ります。

－ 12 －



④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、定例の取締役会を毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を行うため随時臨時

取締役会を開催するものとし、経営方針及び経営戦略に係る重要事項については、事前に幹

部会において議論を行い、その審議を経て執行決定を行うものとしております。

当社の業績管理に資する財務データについては、ＩＴを活用したシステムにより速やかに

取締役に提供しており、一層の精度及び迅速化のための改善を図っております。

⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項

当社は、現在、監査役の職務を補助する従業員はおりませんが、監査役から求められた場

合には、監査役と協議のうえ、合理的な範囲で配置することといたします。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対

する指示の実効性の確保に関する事項

前号に基づき、監査役を補助すべき従業員を置いた場合には、その任命・異動等人事権に

係る事項の決定については、監査役会の事前の同意を得るとともに、当該従業員は当社の業

務執行に係る役職を兼務せず、監査役の指揮命令下で職務を遂行し、取締役からの独立性及

び当該従業員に対する指示の実効性を確保できる体制としております。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

常勤監査役は、取締役会のほか、経営会議等の重要な意思決定及び職務執行状況が報告さ

れる会議へ出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて取締役及び従業員から説明を求めております。

⑧　監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制

当社は、「内部公益通報保護規程」を定めており、監査役への報告をした者が、当該報告

をしたことを理由に不利な取扱いを受けない体制としております。

⑨　監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生じる費用又は債務の処理に関する事項

当社は、監査役もしくは監査役会が、その職務の執行について生じる費用の前払又は償還

等を請求したときは、当該監査役又は監査役会の職務の執行に必要でないと認められる場合

を除き、速やかに当該費用又は債務を処理することといたします。
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⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査役（会）は、内部監査室及び会計監査人とは必要に応じて相互の情報交換や意

見交換を行うなど、連携を密にして監査の実効性並びに効率性を高めております。

内部監査室による社内業務監査の結果については、代表取締役社長及び常勤監査役が出席

する監査報告会において報告するなど、監査役監査との連携を図っております。また、会計

監査人による監査結果につきましては報告を受け、意見を交換しております。

(2) 会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社は、業務の適正を確保するための体制の運用状況を、定期的に取締役会に報告し、必

要に応じて見直しをする体制を整えております。

当事業年度におきましては、内部統制監査及び業務監査を実施し、取締役会に報告いたし

ました。また、コンプライアンスの徹底と社会的信用の向上を図ることを目的に、コンプラ

イアンス委員会を定期的に開催するほか、顧問弁護士等を講師とした法律研修会も定期的に

開催しております。
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(3) 株式会社の支配に関する基本方針

当社の方針は次のとおりであります。

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解

し、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向

上していくことを可能とする者であることが必要であると考えております。公開会社である

当社の株券等については、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社

取締役会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には

株主の皆様全体の意思により決定されるべきであり、当社の株券等に対する大量買付行為が

あった場合、これに応じるか否かの判断は、最終的には当社の株主の皆様の判断に委ねられ

るべきものであると考えます。

しかしながら、近時わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ず

に、一方的に大量買付行為を強行する動きが見受けられます。こうした大量買付行為の中に

は、その目的等から見て企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取

締役会や株主が当該行為に係る提案内容や対象会社の取締役会からの代替案等を検討するた

めの十分な時間や情報を提供しないもの、さらに対象会社の取締役会が大量買付者の提示し

た条件よりも有利な条件をもたらすために大量買付者との協議・交渉を必要とするもの等、

対象会社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益に資さないものも想定されます。

当社としては、このような当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の向上

に資さない大量買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として

は不適切であると考えており、このような者が現れた場合には、必要かつ相当な対抗手段を

講じることが、必要であると考えます。

②　基本方針の実現に資する特別な取組み

当社では、当社の企業価値の向上及び会社の利益ひいては株主共同の利益の実現によって、

株主及び投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、上記①の基本方針

の実現に資する特別な取組みとして、以下の施策を実施しております。

この取組みは、下記イ.の当社の企業価値の源泉を十分に理解したうえで策定されており、

当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させるべ

く十分に検討されたものであります。したがいまして、この取組みは、上記①の基本方針に

沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維

持を目的とするものでもありません。
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イ．企業価値の源泉について

当社の企業価値の源泉は、当社が独自に考案・構築した店舗運営を支援する次の仕組み

であります。

すなわち、顧客ニーズの把握と新たな創出を可能とする自社企画開発力、地域社会に密

着した着実な営業展開に取組んでいる路面店舗及び商業施設へのインショップ型店舗、販

売委託制オーナーシステムによる出店地域在住の加盟者との共存共栄体制による地域密着

型店舗販売業務の実現、ＥＯＳ（電子式補充発注システム）オンラインシステムによる店

舗・お取引先様・本社・物流センター（外部委託業者）のネットワークを形成する当社独

自の物流システムの構築、柔軟性・拡張性に優れたＩＴシステムの運用が、当社の企業価

値の源泉となっております。

そして、これらの企業価値の源泉を支えるのは、高付加価値を醸成する商品調達や商品

企画・開発、店舗開発、ストアオペレーションの従事者及び手芸専門講師等のほか、オー

ナーシステム店舗オーナー等の人材であります。

ロ．企業価値向上への取組みについて

当社は、創立当時から多様な手芸用品を中心とした「ヒト」と「モノ」との関係を常に

探求しております。手芸・クラフトによる、学ぶ・作る・身につける・飾る・贈るという

ライフスタイルを重視した心豊かな暮らしとともに、全国店舗展開による地域社会への貢

献に取組んでおり、以下の中期経営計画の基本方針のもと、一層の企業価値及び会社の利

益ひいては株主共同の利益の確保・向上にまい進していく所存であります。

〈中期経営計画の基本方針〉

当社では、2018年１月に立ち上げた「デザインの木プロジェクト」の提言に基づき、2018

年７月より、役員の担当替えを含む大幅な組織再編、出退店政策の見直し、戦略推進プロ

セスの仕組み化などの「構造改革」に取組んでおります。これらの政策を徹底的に推進し、

新たに制定したビジョン「お客様が心豊かな暮らしを実現できるよう、『作る喜び』『贈

る喜び』と共に、つねに新たな価値をお届けし、地域でいちばん愛されるお店を目指しま

す。」を実現するために、当社の強み（①現場力 ②スケールメリット ③情報力）を活か

した「全社戦略」を全役職員が共有し、邁進することで、会社の収益力を回復させ、業績

の向上を図ってまいります。

※「デザインンの木プロジェクト」

当社のこれまでの業績推移を真摯に省み、業績回復のために、会社を根本から変えるこ

とを目的に設置しました。同プロジェクトでは、当社の構造自体を再構築し、現場が最も

力を発揮できる「考え方」と「仕組み」を作り上げることが必要であると判断し、「当社
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ビジネス価値の再確認」、「組織の再編成を含む抜本的改革」、「人材育成の充実と人事

制度の変革」等の課題に取組みました。

ハ．コーポレート・ガバナンスの取組みについて

当社のコーポレート・ガバナンスについては、経営理念「信用」、経営理念の実現に向

け定めた「藤久の行動規範」に則り、コンプライアンスの重要性を認識することはもとよ

り、本来の事業を通じて広く社会に貢献し、企業価値を継続的に向上させることが、重要

な経営課題であると認識しております。

当社は、月１回開催する取締役会による経営に関する重要事項の決定と各部門の業務執

行の監督、月１回の定例開催に加え随時必要に応じて開催する幹部会による情報の共有化、

意思決定の迅速化を図っております。定例開催の幹部会には、社外取締役２名及び常勤監

査役も出席しております。監査役につきましては４名全員を社外監査役とし、より独立し

た立場から取締役の意思決定及び職務執行を監視できる体制を整えております。

当社は、社外取締役２名及び社外監査役１名を独立社外役員としております。社外役員

につきましては、東京証券取引所の定める独立性基準を踏まえて作成した、当社における

社外役員の独立性に関する基準をもとに選任しており、独立性の高い経営監視体制・監督

体制が構築されていると考えております。

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み

当社といたしましては、大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価

値の向上及び会社の利益ひいては株主共同の利益の実現に資するものであるか否か、株主の

皆様に適切にご判断いただき、当社株券等の大量買付行為に関する提案に応じるか否かを決

定していただくためには、大量買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提

供され、検討のための十分な期間が確保されることが不可欠であると考えます。また、当社

取締役会は、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の確保または向上の観

点から大量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要があると判断する場合には、大量

買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、株主の皆様に対して代替

案の提案等を行う必要もあると考えておりますので、そのために必要な時間も十分に確保さ

れるべきであります。

当社は、このような考え方に立ち、2017年８月10日開催の取締役会において、当社株券等

の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の具体的な内容（以下「本プラン」といいます。）

を決定し、2017年９月27日開催の当社第57期定時株主総会において、株主の皆様より承認、

可決されました（なお、本プランは2014年９月26日開催の当社第54期定時株主総会において、
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株主の皆様より承認、可決された当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の有

効期間満了に伴い、その内容を修正のうえ更新したものであります。）。本プランは、大量

買付者に対し、本プランの遵守を求めるとともに、大量買付者が本プランを遵守しない場合、

並びに大量買付行為が当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害す

るものであると判断される場合の対抗措置を定めており、その概要は以下のとおりでありま

す（本プランの詳細につきましては、当社のホームページ（http://fujikyu-corp.co.jp/）

で公表しております2017年８月10日付プレスリリース「当社株券等の大量買付行為への対応

策（買収防衛策）の更新に関するお知らせ」をご参照ください。）。

イ．本プランの概要

本プランは、大量買付行為が行われる場合に、当該大量買付行為を行い、または行おう

とする者に対し、事前に当該大量買付行為の内容の検討に必要な情報の提供を求め、当該

大量買付行為についての情報の収集及び検討のための一定の期間を確保したうえで、必要

に応じて、大量買付者との間で大量買付行為に関する条件・方法について交渉し、さらに、

当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示するなどの対応を行うための手続を定め

ております。

ロ．新株予約権無償割当て等の対抗措置

本プランは、大量買付者に対して当該所定の手続に従うことを要請するとともに、かか

る手続に従わない大量買付行為がなされる場合や、かかる手続に従った場合であっても当

該大量買付行為が当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害する

ものであると判断される場合には、かかる大量買付行為に対する対抗措置として、原則と

して新株予約権を株主の皆様に無償で割り当てるものです。また、会社法その他の法律及

び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には、

当該その他の対抗措置が用いられることもあります。

本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）に

は、大量買付者及びその関係者による行使を禁止する行使条件や、当社が本新株予約権の

取得と引換えに大量買付者及びその関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条

項等を付すことが予定されております。

本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該

大量買付者及びその関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈

化される可能性があります。
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ハ．独立委員会の設置

本プランに定めるルールに従って一連の手続が遂行されたか否か、並びに本プランに定め

るルールが遵守された場合に当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を確

保し、または向上させるために必要かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かに

ついては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性及び公正性を担保

するために、当社は、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置しておりま

す。独立委員会の委員は、３名以上５名以下とし、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理

士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者及び他社の取締役または執行

役として経験のある社外者等の中から当社取締役会が選任するものとします。

ニ．情報開示

当社は、本プランに従い、大量買付行為があった事実、大量買付者から十分な情報が提

供された事実、独立委員会の判断の概要、対抗措置の発動または不発動の決定の概要、対

抗措置の発動に関する事項その他の事項について、株主の皆様に対し、適時かつ適切に情

報開示を行います。

④　本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものでは

なく、当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由）

本プランは、以下の理由により、上記①の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の

利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考え

ております。

イ．買収防衛策に関する指針（経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」）の要件等を完

全に充足していること

ロ．企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の確保または向上を目的として更新さ

れていること

ハ．株主意思を重視するものであること

ニ．独立性の高い社外者（独立委員会）の判断を重視していること

ホ．対抗措置発動に係る合理的な客観的要件を設定していること

ヘ．独立した地位にある第三者専門家の助言を取得できること

ト．デッドハンド型買収防衛策またはスローハンド型買収防衛策ではないこと
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(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、全国展開する店舗網の拡充・強化により、継続的な事業の拡大と経営基盤の確立を

目指すため、キャッシュ・フローを重視したローコスト経営の推進で収益力の向上に努めると

ともに、長期的な視点で健全な財務体質の維持・強化を図るほか、利益配分につきましては収

益の状況や配当性向を総合的に勘案したうえ、利益還元を行うこととしております。

しかしながら、当事業年度においては、営業損失、経常損失及び当期純損失の計上となりま

したため、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。

構造改革の効果を確実なものとし、早期の復配を目指す所存であります。

（注）　本事業報告に記載しております金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示

しております。
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貸 借 対 照 表

（2018年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

営 業 未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

そ の 他

9,863,654

3,173,747

160,120

5,703,957

3,276

634

190,997

532,801

99,330

△1,409

4,448,837

2,565,529

740,549

23,218

8,503

62,759

1,470,033

260,464

169,121

137,258

31,863

1,714,185

89,099

100

62,378

1,558,628

3,979

（負　 債　 の　 部）
流 動 負 債 2,957,205

支 払 手 形 70,988
電 子 記 録 債 務 850,042
買 掛 金 638,911
リ ー ス 債 務 165,181
未 払 金 567,651
未 払 費 用 239,388
未 払 法 人 税 等 181,769
繰 延 税 金 負 債 514
前 受 金 6,930
預 り 金 92,416
前 受 収 益 5,232
賞 与 引 当 金 31,114
ポ イ ン ト 引 当 金 45,804
資 産 除 去 債 務 25,922
そ の 他 35,335

固 定 負 債 1,316,589
リ ー ス 債 務 265,674
繰 延 税 金 負 債 67,174
役員退職慰労引当金 246,656
資 産 除 去 債 務 493,655
長 期 預 り 保 証 金 140,254
そ の 他 103,174

負 債 合 計 4,273,794
（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 10,016,631
資 本 金 2,375,850
資 本 剰 余 金 56,080

そ の 他 資 本 剰 余 金 56,080
利 益 剰 余 金 7,585,677

利 益 準 備 金 150,169
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,435,508

別 途 積 立 金 8,390,000
繰 越 利 益 剰 余 金 △954,491

自 己 株 式 △976
評 価 ・ 換 算 差 額 等 22,066

その他有価証券評価差額金 22,066
純 資 産 合 計 10,038,698

資 産 合 計 14,312,492 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,312,492
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損 益 計 算 書

( 2017年７月１日から
2018年６月30日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 20,170,613

売 上 原 価 7,854,513

売 上 総 利 益 12,316,099

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,088,418

営 業 損 失 （ △ ） △772,319

営 業 外 収 益

受 取 利 息 709

受 取 配 当 金 2,013

協 賛 金 収 入 6,095

受 取 手 数 料 4,905

そ の 他 5,926 19,649

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,345

そ の 他 785 10,130

経 常 損 失 （ △ ） △762,800

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 231

受 取 補 償 金 5,255 5,486

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 3,319

固 定 資 産 除 却 損 5,342

減 損 損 失 375,040

店 舗 閉 鎖 損 失 27,108 410,812

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ ) △1,168,125

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 139,778

法 人 税 等 調 整 額 232,341 372,119

当 期 純 損 失 （ △ ） △1,540,245
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株主資本等変動計算書

( 2017年７月１日から
2018年６月30日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計そ の 他

資 本 剰 余 金
利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,375,850 56,080 145,964 8,390,000 632,004 △865 11,599,033

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △42,046 △42,046

利 益 準 備 金 の 積 立 4,204 △4,204 ―

当 期 純 損 失 △1,540,245 △1,540,245

自 己 株 式 の 取 得 △110 △110

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 4,204 ― △1,586,496 △110 △1,582,402

当 期 末 残 高 2,375,850 56,080 150,169 8,390,000 △954,491 △976 10,016,631

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 35,013 11,634,046

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △42,046

利 益 準 備 金 の 積 立 ―

当 期 純 損 失 △1,540,245

自 己 株 式 の 取 得 △110

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△12,946 △12,946

当 期 変 動 額 合 計 △12,946 △1,595,348

当 期 末 残 高 22,066 10,038,698
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

・商品　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用しております。

・貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法を採用しております。
 

（リース資産を除く）　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物（建物附属設備を含む）　２年～50年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　なお、主な耐用年数は自社利用ソフトウエア５年であります。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引

開始日が2008年６月30日以前のリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④　長期前払費用　　　　　　　　均等償却しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、翌事業年度支給見込額の

当事業年度負担額を計上しております。

③　ポイント引当金　　　　　　　販売促進を目的とするポイント制度に基づき顧客に付与したポイン

トの利用に備えるため、将来利用されると見込まれる額を計上して

おります。
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④　役員退職慰労引当金　　　　　役員に対する退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当事業

年度末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

資産に係る減価償却累計額を直接控除した各資産の資産項目別の減価償却累計額

①　建物 1,539,181千円

②　構築物 202,395千円

③　車両運搬具 19,743千円

④　器具及び備品 295,600千円

⑤　リース資産 461,702千円

３．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 4,205,000株 －株 －株 4,205,000株

(2) 自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 364株 70株 －株 434株

（注）普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

(3) 事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

2017年９月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 42,046千円 10.00円 2017年６月30日 2017年９月28日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。
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４．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産　流動

賞与引当金 9,520千円

未払事業税 12,849

未払事業所税 8,400

ポイント引当金 14,016

未払費用 8,561

たな卸資産 18,964

資産除去債務 7,932

確定拠出年金掛金 1,772

その他 1,156

計 83,172

評価性引当額 △83,172

計 －

繰延税金負債　流動

建設協力金 △514千円

計 △514

繰延税金資産(△は負債)　流動の純額 △514千円

繰延税金資産　固定

減価償却超過額 9,263千円

役員退職慰労引当金 75,476

一括償却資産 4,491

退職時支給未払退職金 31,462

減損損失累計額 299,590

繰延資産 5,941

投資有価証券 7,234

ソフトウエア 320

資産除去債務 151,058

税務上の繰越欠損金 284,166

その他 996

計 870,002

評価性引当額 △870,002

計 －

繰延税金負債　固定

建設協力金 △695千円

資産除去債務に対応する除去費用 △61,753

その他有価証券評価差額金 △4,725

計 △67,174

繰延税金資産(△は負債)　固定の純額 △67,174千円

－ 26 －



５．リースにより使用する固定資産に関する注記

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年６月30日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1) 事業年度の末日における取得原価相当額 84,553千円

(2) 事業年度の末日における減価償却累計額相当額 79,549千円

(3) 事業年度の末日における未経過リース料相当額 13,781千円

(4) 上記のほか、当該リース物件に係る重要な事項　　　　　　　　 該当事項はありません。

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し運用しており、また、資金調達については短期

的な運転資金を銀行借入に限定し調達する方針であります。

なお、デリバティブ取引は利用しておりません。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2018年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

①　現金及び預金 3,173,747 3,173,747 －

②　受取手形（※） 196 196 －

③　売掛金（※） 159,800 159,800 －

④　営業未収入金（※） 531,736 531,736 －

⑤　投資有価証券

その他有価証券 86,599 86,599 －

⑥　差入保証金 1,558,628 1,545,594 △13,034

資産計 5,510,709 5,497,674 △13,034

①　支払手形 70,988 70,988 －

②　電子記録債務 850,042 850,042 －

③　買掛金 638,911 638,911 －

④　未払金 567,651 567,651 －

⑤　未払法人税等 181,769 181,769 －

⑥　リース債務 430,856 432,271 1,415

⑦　長期預り保証金 140,254 123,771 △16,483

負債計 2,880,473 2,865,405 △15,067

（※）貸借対照表計上額は、受取手形、売掛金及び営業未収入金に対する貸倒引当金を控除しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

①　現金及び預金、②　受取手形、③　売掛金、④　営業未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

⑤　投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑥　差入保証金

差入保証金の時価の算定は、対象の将来キャッシュ・フローが発生すると予想される期間ごと

に区分を行い、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを

上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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負債

①　支払手形、②電子記録債務、③　買掛金、④　未払金、⑤　未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

⑥　リース債務

リース債務の時価の算定は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑦　長期預り保証金

長期預り保証金の時価の算定は、対象の将来キャッシュ・フローが発生すると予想される期間

ごとに区分を行い、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に当社の信用リ

スクに相当する部分を調整した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額2,500千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積

ることができないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産　⑤　投

資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、愛知県及びその他の地域において、賃貸用のオフィスビル及び店舗等を所有しております。当

事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は20,915千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用

は売上原価に計上）、減損損失は5,021千円、固定資産売却損は3,319千円であります。

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：千円）

貸借対照表計上額
当事業年度末の時価

当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

601,723 △40,099 561,623 573,139

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注２）当事業年度の主な減少額は、不動産売却（29,234千円）、減価償却費（5,844千円）及び減損損失

（5,021千円）であります。

（注３）当事業年度末の時価は、主な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価書」に基

づく金額、その他の物件については、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」

第13項を適用し、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社

で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

８．関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記

①　１株当たり純資産額 2,387円57銭

②　１株当たり当期純損失 △366円32銭
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2018年８月10日

藤 久 株 式 会 社

取　締　役　会　　御　中

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 村 浩 司 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 北 岡 宏 仁 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、藤久株式会社の2017年７月１日
から2018年６月30日までの第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細
書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書
類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2017年７月１日から2018年６月30日までの第58期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた

します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取

締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及

び財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制、その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及

び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に

報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みにつ

いては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って

整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第

118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうも

のではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人「有限責任監査法人トーマツ」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年８月20日

藤 久 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 尾 関 哲 夫 

監 査 役 伊 藤 倫 文 

監 査 役 林 　 孝 雄 

監 査 役 坂 野 郁 夫 

（注）監査役尾関哲夫、監査役伊藤倫文、監査役林　孝雄及び監査役坂野郁夫は、会社法第２条第16号及

び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当期の業績につきましては、前記事業報告に記載のとおり、誠に遺憾ながら損失計上のや

むなきにいたりましたため、第58期の期末配当につきましては、株主の皆様には誠に申し訳

ございませんが、見送らせていただきたいと存じます。

剰余金の処分に関する事項

経営環境の変化に対応した資本政策の機動性を確保するため、別途積立金を取崩し、繰越

利益剰余金に振り替えたいと存じます。

(1)減少する剰余金の項目とその額

別途積立金　　　　　8,390,000,000円

(2)増加する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金　　　8,390,000,000円

第２号議案　取締役７名選任の件

取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となり、また、岩田基義氏は2018

年６月30日をもって辞任いたしました。組織体制の変更に伴い、取締役３名を減員し、取締

役７名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

ご

後
 

　
とう

藤
 

　
しげ

薫
 

　
のり

徳
(1957年３月12日生)

1983年４月 当社入社

1985年２月 当社取締役就任

1988年２月 当社専務取締役

1991年12月 当社代表取締役専務

2004年９月 当社代表取締役社長（現任）

847,833株

1985年より当社の取締役として要職を歴任し、2004年以降は当社の代表取締役社長を務めるな
ど、当社事業全般に精通しており、経営経験も豊富であります。その経験や知見を当社取締役会に
おいて活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、引
き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

２

い

伊
 

　
とう

藤
 

　
しん

伸
いち

一
ろう

郎
(1961年６月20日生)

1984年４月 当社入社

2005年１月 当社商品部部長補

2006年９月 当社取締役就任（現任）商品部長兼

　　　　　 通販事業部長

2012年７月 当社商品部長

2012年９月 当社事業本部商品部長

2018年７月 当社通販部担当兼商品部長（現任）

3,600株

2006年より当社取締役に就任し、当社事業全般に精通しております。その経験や知見を当社取締
役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるた
め、引き続き取締役候補者といたしました。

３

こ

樹
 

　
たま

神
 

　
ゆう

雄
 

　
じ

二
(1958年６月21日生)

1982年４月 当社入社

2012年７月 当社総務部部長

2014年９月 当社取締役就任（現任）総務部長

2018年７月 当社総務部、人事部担当（現任）

3,368株

2014年より当社取締役に就任し、当社事業全般に精通しております。その経験や知見を当社取締
役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるた
め、引き続き取締役候補者といたしました。

４

き

木
 

　
うら

浦
 

　
 

　
 

　
うしお

潮
(1961年10月25日生)

1984年４月 当社入社

2014年１月 当社情報システム部部長

2014年４月 当社情報システム部長

2014年９月 当社取締役就任（現任）

2018年７月 当社第一運営部、第二運営部、

　　　　　 店舗開発室担当（現任）

3,468株

2014年より当社取締役に就任し、当社事業全般に精通しております。その経験や知見を当社取締
役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるた
め、引き続き取締役候補者といたしました。

５

いい

飯
 

　
だ

田
 

　
とし

利
 

　
ひこ

彦
(1953年５月18日生)

1993年５月 天龍製鋸(株)入社

2010年３月 同社経理部長

2015年５月 当社入社

2015年５月 当社経理部部長

2015年９月 当社取締役就任（現任）経理部長

2018年７月 当社経理部長兼情報システム部長（現任）

1,559株

2015年より当社取締役に就任し、当社事業全般に精通しております。その経験や知見を当社取締
役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるた
め、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 35 －



候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

６

つ

柘
 

　
げ

植
 

　
さと

里
 

　
え

恵
(1968年３月９日生)

1990年４月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマ

ツ）入所

1995年４月 公認会計士登録

1999年１月 柘植公認会計士事務所開設（現任）

2001年９月 税理士登録

2007年６月 (株)ラ・ヴィーダプランニング 代表取締役

（現任）

2015年６月 愛三工業(株)社外取締役（現任）

2015年９月 当社社外取締役就任（現任）

2017年３月 ホシザキ(株)社外取締役（現任）

―株

2015年より当社の社外取締役であり、公認会計士・税理士としての専門的知識、幅広い見識をも
とに、当社取締役会の監督機能強化に活かしていただくことができると判断したため、引き続き社
外取締役候補者といたしました。

７

お

小
 

　
がわ

川
 

　
よう

洋
 

　
こ

子
(現姓：山森)

(1973年12月11日生)

1997年４月 (株)あさくま入社

2003年10月 弁護士登録

2003年10月 太田・渡辺法律事務所入所（現任）

2015年９月 当社社外取締役就任（現任）

―株

2015年より当社の社外取締役であり、弁護士としての専門的知識、幅広い見識をもとに、当社取
締役会の監督機能強化に活かしていただくことができると判断したため、引き続き社外取締役候補
者といたしました。なお、同氏は、直接会社の経営に関与された経験はありませんが、上記理由に
より社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断しております。

（注）　１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．小川洋子氏は、婚姻により山森姓になりましたが、弁護士業務を旧姓の小川で行っております。

３．社外取締役候補者に関する事項

（1）柘植里恵氏及び小川洋子氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏の再任が承認さ

れた場合は、引き続き両氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定める独立役員として、

両証券取引所に届け出る予定であります。

（2）柘植里恵氏及び小川洋子氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任

期間は、両氏ともに本総会終結の時をもって３年となります。

（3）当社は、柘植里恵氏及び小川洋子氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。両氏が再任された場合には、当社は両氏との間で当該契約を継

続する予定であります。

４．「所有する当社の株式数」については、役員持株会における持分を含めております。
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第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって退任されます取締役齋藤修氏及び取締役太田英俊氏、2018年６月

30日付で辞任されました岩田基義氏に対し、その在任中の労に報いるため、当社における一

定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の

時期及び方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

齋　藤　　　修
2004年９月 当社取締役
2008年９月 当社常務取締役
2012年９月 当社専務取締役（現在に至る）

岩　田　基　義 2006年９月 当社取締役
2018年６月 当社取締役辞任

太　田　英　俊 2012年９月 当社取締役（現在に至る）

以　上
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定時株主総会会場ご案内図

会　　場　名古屋市名東区藤里町1601番地
　　　　　サンプラザシーズンズ２階　藤の間　電話(052)774-0211
交　　通　地下鉄　東山線「藤が丘駅」下車約1.2㎞

市バス　地下鉄東山線「藤が丘駅」より本地住宅行｢藤里町停留所｣下車
※地下鉄藤が丘駅前－サンプラザシーズンズ間で無料シャトルバスが運行されて

おります。
地下鉄藤が丘駅下車（２番出口）、特設バスのりば（ドラッグストア『マツモト
キヨシ』前）より午前９時00分、９時20分、９時40分発をご利用ください。

※なお、当会場の駐車場台数には限りがございますので、できる限り公共交通機関
をご利用ください。


